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12月定例会12月定例会

第
４
回
定
例
会
の
経
過

〔
11
月
〕

27
日　

本
会
議

　
　
　

・
開
会

　
　
　

・
会
期
の
決
定

　
　
　

・
諸
般
の
報
告

　
　
　

・ 

特
別
委
員
長
報
告
、
質

疑
、
討
論
、
採
決
（
平

成
20
年
度
決
算
）

　
　
　

・ 

議
案
の
上
程
、
説
明
、

質
疑
、
討
論
、
採
決
（
人

事
・
条
例
・
補
正
予
算
）

28
〜
29
日　

休
会

30
日　

本
会
議

　
　
　

・ 

議
案
の
上
程
、
説
明
、

質
疑
、
討
論
、
採
決
（
補

正
予
算
・
総
務
委
員
会

提
出
議
案
）

　
　
　

・ 

選
挙
（
選
挙
管
理
委
員

及
び
補
充
員
）

〔
12
月
〕

１
日　

休
会
（
議
事
整
理
）

２
日　

本
会
議

　
　
　

・
一
般
質
問
（
３
議
員
）

３
日　

本
会
議

　
　
　

・
一
般
質
問
（
２
議
員
）

４
日　

本
会
議

　
　
　

・ 

議
員
定
数
等
調
査
特
別

委
員
会
の
中
間
報
告

　
　
　

・ 

閉
会
中
の
所
管
事
務
調

査

　
　
　

・
議
員
の
派
遣

　
　
　

・
閉
会

市
長
が
提
出
し
た
議
案
等

一
部
を
改
正

《
期
末
・
勤
勉
手
当
の
支
給
引
下

げ
割
合
》

●
市
長
・
教
育
長

　
　
　
　
　

年
間
０
・
25
月
分

●
職
員　
　

年
間
０
・
35
月
分

《
給
料
表
の
改
定
》

●
給
料
月
額
を
平
均
マ
イ
ナ
ス

０
・
２
％
引
下
げ

※
初
任
給
を
中
心
に
若
年
層
は
引

下
げ
を
行
わ
な
い
が
、
管
理
職
層

は
マ
イ
ナ
ス
０
・
３
％
以
上
引
下

げ
る
。

《
住
居
手
当
の
改
正
》

●
住
居
手
当
（
自
宅
を
新
築
・
購

入
後
５
年
に
限
り
支
給
、月
額
２
，

５
０
０
円
）
を
廃
止

　

こ
の
改
正
は
、

平
成
21
年
12
月

１
日
か
ら
施
行

さ
れ
ま
す
。

条　

例

《
勤
務
時
間
の
改
正
》

●
１
日
８
時
間
、
１
週
間
40
時
間

勤
務
を
１
日
７
時
間
45
分
、
１
週

間
38
時
間
45
分
勤
務
に

　

こ
の
改
正
は
、
平
成
22
年
４
月

１
日
か
ら
施
行
さ
れ
ま
す
。

■
特
別
職
の
職
員
で
非
常
勤
の

も
の
の
報
酬
及
び
費
用
弁
償
に

関
す
る
条
例

　

徴
収
嘱
託
員
の
報
酬
と
臨
時
職

員
等
の
賃
金
の
均
衡
を
図
る
た
め

の
改
正
を
行
い
ま
し
た
。

《
徴
収
嘱
託
員
の
報
酬
》

●
月
額
８
万
円
を
月
額
９
万
円
に

※
月
額
報
酬
の
ほ
か
に
、
徴
収
し

た
金
額
に
応
じ
て
支
払
わ
れ
る
加

算
額
の
上
限
は
14
万
円
か
ら
13
万

円
に
改
正

期末・勤勉手当の引き下げ期末・勤勉手当の引き下げ
など22議案を可決など22議案を可決

市長・教育長市長・教育長

職 員職 員

■
特
別
職
の
職
員
で
常
勤
の
も
の

の
給
与
及
び
旅
費
に
関
す
る
条
例

■
教
育
委
員
会
教
育
長
の
給
与
、

勤
務
時
間
そ
の
他
の
勤
務
条
件
に

関
す
る
条
例

■
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
等

　

平
成
21
年
８
月
の
人
事
院
勧
告

に
準
じ
て
、
期
末
・
勤
勉
手
当
の

支
給
（
市
長
・
教
育
長
は
期
末
手

当
の
み
支
給
）
割
合
を
引
下
げ
ま

し
た
。
こ
の
ほ
か
給
料
表
の
改
定

や
住
居
手
当
の
改
正
等
を
行
い
ま

し
た
。

　

平
成
21
年
第
４
回
行
方
市
議
会
定
例
会
は
、
11
月
27
日
か
ら
12
月
４
日

ま
で
の
８
日
間
の
会
期
で
開
催
し
ま
し
た
。

　

本
会
議
で
は
、
市
長
か
ら
人
事
案
、
条
例
の
改
正
案
、
補
正
予
算
案
な

ど
21
件
が
、
ま
た
総
務
委
員
会
か
ら
条
例
の
改
正
案
１
件
が
提
出
さ
れ
、

い
ず
れ
も
、
全
会
一
致
で
原
案
の
と
お
り
、
可
決
、
同
意
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
第
３
回
定
例
会
で
継
続
審
査
と
な
っ
て
い
た
平
成
20
年
度
決
算

の
認
定
案
９
件
も
全
会
一
致
で
認
定
し
ま
し
た
。

　

こ
の
ほ
か
、
選
挙
管
理
委
員
及
び
補
充
員
の
選
挙
が
行
わ
れ
、
指
名
推

選
に
よ
っ
て
そ
れ
ぞ
れ
４
人
が
当
選
し
ま
し
た
。

■
職
員
の
勤
務
時
間
、

休
暇
等
に
関
す
る
条
例

■
職
員
の
育
児
休
業
等

に
関
す
る
条
例

　

平
成
20
年
の
人
事
院

勧
告
に
準
じ
て
、
職
員

の
勤
務
時
間
の
改
正
を

行
い
ま
し
た
。
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議
員
が
提
出
し
た
議
案
等

●
行
方
市
議
会
の
議
員
の
議
員
報

酬
及
び
費
用
弁
償
に
関
す
る
条
例

　

議
員
の
報
酬
の
支
給
方
法
が
ほ

か
の
行
政
委
員
会
の
委
員
等
と
は

異
な
る
と
い
う
地
方
自
治
法
の
考

え
に
基
づ
き
、
こ
れ
ま
で
議
員
の

期
末
手
当
に
関
す
る
規
定
が
「
市

長
等
の
例
に
よ
る
」
と
市
の
常
勤

特
別
職
の
規
定
に
準
じ
て
い
た
の

を
、
議
員
と
し
て
新
た
に
支
給
額

を
定
め
る
た
め
の
改
正
を
行
い
ま

し
た
。

■
後
期
高
齢
者
医
療
に
関
す
る
条

例■
介
護
保
険
条
例

　

現
下
の
厳
し
い
経
済
社
会
情
勢

を
受
け
、
国
が
平
成
22
年
１
月
１

日
か
ら
、
社
会
保
険
料
等
の
延
滞

金
を
軽
減
す
る
法
律
を
施
行
す
る

こ
と
に
伴
い
、
本
市
も
同
様
の
軽

減
を
行
う
た
め
の
改
正
を
行
い
ま

し
た
。

■
障
害
者
地
域
活
動
支
援
セ
ン

タ
ー　

ド
リ
ー
ム
ハ
ウ
ス

・
指
定
管
理
者

　
　

行
方
市
玉
造
甲
４
０
３
番
地

　
　

 

社
会
福
祉
法
人　

行
方
市
社

会
福
祉
協
議
会

　
　

会
長　

伊
藤
孝
一

・
指
定
期
間

指
定
管
理
者
の
指
定

　

平
成
22
年
４
月
１
日
か
ら

　

平
成
25
年
３
月
31
日
ま
で

一
部
を
改
正

条　

例

■公平委員
　五

い そ の

十野芳
よし お 

男（小貫361番地５）
　　岡里年貢氏の退任に伴い、後任に五十野氏を選任。

■教育委員
　根

ね

本
もと

　安
やす

定
ただ

（杉平89番地１）　　羽
はにゅう

生成
せいいちろう

一郎（山田2034番地）
　根

 ね もと

本　　孝
たかし

（芹沢908番地17）
　　 平成 21 年 11 月 30 日で根本安定氏、羽生成一郎氏が任期満了に
なるため引き続き両氏を任命。また、下河邉幸夫氏の退任に伴い、
後任に根本孝氏を任命。

■監査委員
　大

おお

橋
はし

　和
かず

範
のり

（行方1978番地１）
　　 平成 21 年 11 月 30 日で百瀨和朗氏が任期満了になるため、新た
に大橋氏を選任。

ド
リ
ー
ム
ハ
ウ
ス
は
麻
生
に
あ
り
ま
す

　市が設置する「公の施設」の管理運営
を、民間企業やＮＰＯ法人などの幅広い
団体で行うことができる制度です。
　この制度が創設されるまでは、「管理
委託制度」といって、市の出資法人や農
協、土地改良区などの限られた公共的団
体にしか管理を委託できませんでした。
　本市では、８施設に指定管理者制度を
導入して民間事業者が持つノウハウや活
力を活用することで、経費削減と住民
サービスの向上を図っています。

※公の施設とは･･･地方自治法第244条第１項
で定められた、「住民の福祉を増進する目的をもっ
てその利用に供するための施設」をいいます。
具体的には、老人ホーム、図書館、公民館、体育館、
野球場、公園、市営住宅などです。

《
期
末
手
当
の
支
給
割
合
》

●
６
月
期　

１
・
６
月
分

●
12
月
期　

１
・
75
月
分

　

こ
の
改
正
は
、
平
成
21
年
12
月

１
日
か
ら
施
行
さ
れ
ま
す
。

■
選
挙
管
理
委
員
（
４
人
）

石い
し
か
わ川
恭き

ょ
う
じ二

　
　
（
根
小
屋
２
２
２
番
地
１
）

島し
ま

田だ

昌ま
さ
か
ず和 

（
三
和
６
３
９
番
地
）

瀧た
き
さ
き崎
紘こ

う
い
ち
ろ
う

一
郎

　
　
　
（
玉
造
甲
２
２
７
番
地
）

髙た
か

野の

武た
け

衛え（
於
下
１
２
４
５
番
地
）

■
選
挙
管
理
委
員
補
充
員（
４
人
）

島し
ま

田だ

福ふ
く
じ
ゅ壽
（
浜
４
９
３
番
地
）

羽は
に
ゅ
う生
昭し

ょ
う
い
ち市

　
　
（
麻
生
１
２
６
１
番
地
１
）

横よ
こ

瀬せ

洋よ
う
ぞ
う三

　
（
山
田
３
６
６
２
番
地
２
１
）

野の

島じ
ま

清き
よ
し司
（
捻
木
４
４
０
番
地
）

　

選
挙
管
理
委
員
及
び
補
充
員

は
、地
方
自
治
法
第
１
８
２
条
で
、

議
会
に
お
い
て
選
挙
す
る
よ
う
定

め
ら
れ
て
い
ま
す
。
任
期
は
原
則

と
し
て
４
年
で
す
。

選　

挙

人事案件に同意人事案件に同意
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会計別 補正額 主な内容 総　額

一 　 般 6 億 5,166 万
5,000 円増額

・障害者自立支援給付費国庫負担金 /
2,321 万 3,000 円

・地域活性化･公共投資臨時交付金 /
2 億 8,896 万円

・地域情報通信基盤整備推進交付金 /
1 億 6,800 万円

・前年度繰越金 / 6,389 万 5,000 円
・地域情報通信基盤整備推進事業債 /

5,200 万円
・職員給与費 / △ 1,122 万 1,000 円
・地域情報通信基盤整備事業 /

5 億 902 万円
・障害者福祉サービス事業 /

4,630 万 4,000 円
・児童措置費国県負担金返納金 /

1,091 万 5,000 円
・新型インフルエンザ対策事業 /

5,447 万 1,000 円
・農業振興費 / 1,178 万 7,000 円
・道路維持補修事業 / 1,996 万 3,000 円

156 億 2,880 万
2,000 円

特　

別

国 民 健 康 保 険 7,759 万１,000
円増額

・職員給与費 / 449 万 1,000 円
・一般被保険者償還金 / 7,300 万円

50 億 9,438 万
１,000 円

介 護 保 険 19 万 6,000 円
減額 ・職員給与費 / △ 19 万 6,000 円 25 億 1,681 万

5,000 円

農 業 集 落
排 水 事 業

160 万 1,000 円
減額

・職員給与費 / △ 262 万 1,000 円
・施設管理費 / 102 万円

7億 1,059 万
9,000 円

特定環境保全公
共 下 水 道 事 業

98 万 3,000 円
増額

・職員給与費 / △ 61 万 3,000 円
・施設管理費 / 159 万 6,000 円

3 億 1,748 万
3,000 円

流 域 関 連 公 共
下 水 道 事 業

32 万 3,000 円
増額 ・職員給与費 / 32 万 3,000 円 3 億 8,622 万

3,000 円

水 道 事 業 251 万 1,000 円
増額 ・職員給与費 / 251 万 1,000 円

収 益 的 収 入
及 び 支 出
7億 9,670 万円

※職員給与費の増減は、期末・勤勉手当、給料表の改定等によるものです。

光
フ
ァ
イ
バ
整
備
に
約
５
億
円

光
フ
ァ
イ
バ
整
備
に
約
５
億
円

　

現
在
、
行
方
市
内
に
は
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
を
利
用

で
き
な
い
地
域
が
あ
り
、
情
報
通
信
格
差
の
早
期

是
正
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
行
政
と
民
間
企
業
が
連
携
し
て
光
フ
ァ

イ
バ
網
の
整
備
を
行
い
、
全
て
の
市
民
に
最
良
の

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
環
境
を
提
供
で
き
る
よ
う
「
行

方
情
報
通
信
基
盤
整
備
推
進
交
付
金
事
業
」
が
実

施
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

●事業主体　行方市

●整備対象地 域　行方市内の光ファイバによるインターネット接
続サービス未提供地域〔麻生地区の一部（73 局・
77局）、玉造地区全地域（55局・56局・57局）〕

　　　　　　※ 麻生地区の一部（72局）及び北浦地区は民設民営
で整備

●整備範囲　光ファイバケーブルの敷設
　　　　　　 中継網設備や住民等への引込み線等は電気通信事業

者が整備

●整備する光ファイバの距離　約 246キロメートル
　　　　　　共架する電柱　約 7,319 本

●総事業費　5億 902万円（国庫補助事業）
　　　・地域情報通信基盤整備推進交付金　1億 6,800 万円
　　　・地域活性化・公共投資臨時交付金　2億 8,896 万円
　　　・地域情報通信基盤整備推進事業債　5,200 万円

平成21年度平成21年度

補補  

正正
予予  
算算

一
般
会
計　

約
６
億
５
，
０
０
０
万
円
増
額

一
般
会
計　

約
６
億
５
，
０
０
０
万
円
増
額

クローズ
アップ


